
ふるさと納税ワンストップ特例制度をご利用ください

注意

　

次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る

方
は
、
申
告
が
必
要
で
す
。

■
退
職
所
得
が
あ
る
方
な
ど

　

平
成
30
年
分
の
源
泉
徴
収
の

対
象
と
な
ら
な
い
退
職
所
得
（
外

国
企
業
か
ら
支
払
わ
れ
た
退
職

金
な
ど
）
が
あ
る
方

■
個
人
の
事
業
・
不
動
産
所
得

者
や
土
地
・
建
物
を
売
却
し

た
方
な
ど

　

平
成
30
年
分
の
各
種
所
得
金

額
の
合
計
額
が
、
所
得
控
除
お

よ
び
配
当
控
除
額
よ
り
多
い
方

な
ど

■
主
な
収
入
が
給
与
の
方

①
年
末
調
整
が
さ
れ
て
い
る
給

与
所
得
以
外
の
所
得
の
合
計

額
が
20
万
円
以
下
の
方

②
パ
ー
ト
や
ア
ル
バ
イ
ト
な
ど

の
給
与
収
入
が
あ
る
方
で
、

年
末
調
整
が
さ
れ
て
お
ら
ず

各
種
控
除
を
受
け
る
方
（
確

定
申
告
を
す
る
方
を
除
く
）

■
主
な
収
入
が
年
金
の
方

　

確
定
申
告
の
必
要
が
な
い
方

で
、
次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す

る
方

①
各
種
控
除
を
受
け
る
方

②
公
的
年
金
等
に
係
る
雑
所
得

以
外
の
所
得
が
あ
る
方

■
収
入
が
な
か
っ
た
方
・
非
課

税
所
得
だ
け
で
あ
っ
た
方

　

豊
川
市
に
住
所
が
あ
る
方
の

税
法
上
の
扶
養
親
族
と
な
っ
て

い
な
い
方
（
無
収
入
の
方
で
も

各
種
申
請
な
ど
に
必
要
と
な
る

証
明
書
の
発
行
に
は
申
告
が
必

要
で
す
）

　

な
お
、
国
民
健
康
保
険
や
後

期
高
齢
者
医
療
制
度
に
加
入
し

て
い
る
方
で
収
入
が
な
い
方
と
、

非
課
税
所
得
だ
け
で
、
所
得
金

額
が
一
定
基
準
以
下
の
方
は
、

保
険
料
の
軽
減
や
減
免
を
受
け

る
こ
と
が
で
き
ま
す
の
で
、
必

ず
申
告
を
し
て
く
だ
さ
い

■
個
人
の
事
業
・
不
動
産
所
得

者
や
土
地
・
建
物
を
売
却
し

た
方
な
ど

　

確
定
申
告
の
必
要
が
な
い
方

　所得税及び復興特別所得税などの国税に関することは豊橋税務署（0532―52―6201）、
市・県民税に関することは市民税課（89―2129）へお問い合わせください。

　

確
定
申
告
の
必
要
が
な
い

方
で
も
、
次
に
該
当
す
る
場

合
は
、
確
定
申
告
を
す
る
こ

と
に
よ
り
、
源
泉
徴
収
さ
れ

た
所
得
税
及
び
復
興
特
別
所

得
税
が
還
付
さ
れ
る
こ
と
が

あ
り
ま
す
。

◉
平
成
30
年
中
に
退
職
し
、

再
就
職
し
て
い
な
い
場
合

◉
平
成
30
年
中
に
多
額
の
医

療
費
を
支
払
っ
た
場
合

◉
災
害
や
盗
難
の
被
害
を
受

け
た
場
合

◉
住
宅
ロ
ー
ン
な
ど
を
利
用

し
て
、
住
宅
を
新
築
・
購
入
・

増
改
築
な
ど
し
た
場
合

■
主
な
収
入
が
給
与
の
方

①
平
成
30
年
分
の
給
与
収
入
が

２
千
万
円
を
超
え
た
方

②
給
与
を
１
カ
所
か
ら
受
け
、

給
与
所
得
と
退
職
所
得
以
外

の
所
得
が
、
20
万
円
を
超
え

た
方

③
給
与
を
２
カ
所
以
上
か
ら
受

け
、
年
末
調
整
を
さ
れ
な
か
っ

た
給
与
収
入
と
、
各
種
の
所

得
金
額
（
給
与
所
得
、
退
職

所
得
を
除
く
）
と
の
合
計
額

が
20
万
円
を
超
え
た
方

■
主
な
収
入
が
年
金
の
方

①
平
成
30
年
分
の
公
的
年
金
等

収
入
が
４
０
０
万
円
を
超
え

た
方

②
そ
の
他
の
所
得
が
20
万
円
を

超
え
た
方

③
平
成
30
年
分
の
源
泉
徴
収
の

対
象
と
な
ら
な
い
公
的
年
金

等
（
外
国
で
支
払
わ
れ
た
年

金
な
ど
）
を
受
給
し
た
方

　ふるさと納税を行った方で、次の全てに該当し、ふるさと納税先の自治体に申告特
例申請書を提出した方は、確定申告をしなくてもふるさと納税分の寄附金控除を受け
られます。
①確定申告、または市・県民税の申告を行う必要のない方
②ふるさと納税を行った自治体の数が５以下である方

　医療費控除など、ふるさと納税分の寄附金控除以外で確定申告、または市・県民税の申告
を行う場合は、この制度の対象外となるため、寄附金控除も申告する必要があります。

所
得
税
及
び

復
興
特
別
所
得
税
の
還
付

所
得
税
及
び
復
興
特
別

所
得
税
の
確
定
申
告

市
・
県
民
税
の
申
告

申
告
が
必
要
な
方

ふるさと納税を

利用した方へ

正しい申告と
納税を税税

特 集
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配偶者の
合計所得金額 税目

納税義務者の合計所得金額（納税義務者が
給与所得だけの場合の給与収入）ごとの控除額

【参考】
配偶者の収入が
給与所得だけの場
合の配偶者の給
与収入

900万円以
下（1,120
万円以下）

900 万円超 950 万円
以下（1,120 万円超
1,170 万円以下）

950 万円超 1,000 万
円以下（1,170 万円
超 1,220 万円以下）

1,000万円
超（1,220
万円超）

38万円以下
所得税 ３８万円 ２６万円 １３万円

103万円以下
市県民税 ３３万円 ２２万円 １１万円

   老人控除対象配偶者
  （70歳以上の配偶者）

所得税 ４８万円 ３２万円 １６万円
103万円以下

市県民税 ３８万円 ２６万円 １３万円

38万円超
85万円以下

所得税 ３８万円 ２６万円 １３万円 103万円超
150万円以下市県民税 ３３万円 ２２万円 １１万円

85万円超
90万円以下

所得税 ３６万円 ２４万円 １２万円 150万円超
155万円以下市県民税 ３３万円 ２２万円 １１万円

90万円超
95万円以下 所得税・市県民税 ３１万円 ２１万円 １１万円 155万円超

160万円以下

95万円超
100万円以下 所得税・市県民税 ２６万円 １８万円 ９万円 160万円超

166万8千円未満

100万円超
105万円以下 所得税・市県民税 ２１万円 １４万円 ７万円 166万8千円以上

175万2千円未満

105万円超
110万円以下 所得税・市県民税 １６万円 １１万円 ６万円 175万2千円以上

183万2千円未満

110万円超
115万円以下 所得税・市県民税 １１万円 ８万円 ４万円 183万2千円以上

190万4千円未満

115万円超
120万円以下 所得税・市県民税 ６万円 ４万円 ２万円 190万4千円以上

197万2千円未満

120万円超
123万円以下 所得税・市県民税 ３万円 ２万円 １万円 197万2千円以上

201万6千円未満

123万円超 所得税・市県民税 控除適用なし 201万6千円以上

1　

生
計
を
一
に
す
る
配
偶
者
の

合
計
所
得
金
額
に
応
じ
て
、
納

税
義
務
者
の
所
得
か
ら
「
配
偶

者
控
除
」
ま
た
は
「
配
偶
者
特

別
控
除
」
を
差
し
引
い
て
税
額

計
算
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　

税
制
改
正
に
よ
り
、
控
除
の

適
用
を
受
け
る
納
税
義
務
者
に

所
得
制
限
が
設
け
ら
れ
ま
す
。

ま
た
、
配
偶
者
特
別
控
除
の
対

象
と
な
る
配
偶
者
所
得
の
上
限

額
が
引
き
上
げ
ら
れ
ま
す
。

　

平
成
31
年
度
（
平
成
30
年
分
）
の
主
な
税
制
改
正
な
ど
は
次
の
と
お

り
で
す
。
詳
し
く
は
、
国
税
庁
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
確
認
し
て
く
だ
さ
い
。

　

合
計
所
得
金
額
9
0
0
万
円

超
（
給
与
収
入
1
千
1
2
0
万

円
超
）
の
納
税
義
務
者
に
つ
い

て
は
、
配
偶
者
特
別
控
除
の
控

除
額
が
段
階
的
に
減
額
さ
れ
、

合
計
所
得
金
額
1
千
万
円
超
（
給

与
収
入
1
千
2
2
0
万
円
超
）

か
ら
適
用
を
受
け
ら
れ
な
く
な

り
ま
す
。

　

ま
た
、
控
除
対
象
と
な
る
配

偶
者
所
得
の
上
限
額
が
76
万
円

未
満
（
給
与
収
入
1
4
1
万
円

未
満
）
か
ら
1
2
3
万
円
以
下

（
給
与
収
入
2
0
1
万
６
千
円

未
満
）
に
引
き
上
げ
ら
れ
ま
す
。

■
配
偶
者
控
除

　
合
計
所
得
金
額
9
0
0
万
円

超
（
給
与
収
入
1
千
1
2
0
万

円
超
）
の
納
税
義
務
者
に
つ
い

て
は
、
配
偶
者
控
除
の
控
除
額

が
段
階
的
に
減
額
さ
れ
、
合
計

所
得
金
額
1
千
万
円
超
（
給
与

収
入
1
千
2
2
0
万
円
超
）
か

ら
適
用
を
受
け
ら
れ
な
く
な
り

ま
す
。

■
配
偶
者
特
別
控
除

税
制
改
正
な
ど
を
お
知
ら
せ
し
ま
す

配
偶
者
控
除
及
び
配
偶
者
特
別
控
除
の
見
直
し

配
偶
者
控
除

配
偶
者
特
別
控
除

控
除
適
用
な
し

3



正しい申告と納税を
特
集 2

申告書を郵送する場合は、マイナンバー確認書
類と身元確認書類の写しの添付が必要です。
代理人が申告する場合は、申告者のマイナンバ
ーの提示の他、代理人の身元確認書類と委任状
などの提示が必要です。

注 意 事 項
◆

◆

　申告する際は、申告書へのマイナンバー（個人
番号）の記載と、通知カードなどによるマイナンバ
ーの提示が必要です。また、なりすましを防止す
るため、運転免許証などの身元確認書類の提示
も必要です。なお、控除対象配偶者、控除対象扶
養親族、16歳未満の扶養親族のマイナンバーの
記載も必要です。

確定申告と市・県民税の申告にはマイナンバーが必要です

＋

マイナンバーの確認と身元確認に必要なもの

マイナンバー確認書類
（いずれか1つ）

◉ 通知カード
◉ �住民票の写しまたは住民票記載事

項証明書など（マイナンバーの記載
があるものに限ります）

身元確認書類
（いずれか1つ）

◉ 運転免許証　◉ 被保険者証
◉ パスポート　 ◉ 在留カード
◉ 身体障害者手帳　など

マイナンバーカード を
持っている方

マイナンバーカード だけで、
マイナンバーの確認と身元確認ができます

マイナンバーカード を
持っていない方

マイナンバー確認書類 と 身元確認書類の
提示が必要です

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
利
用
し
た
確
定
申
告
が
便
利
で
す

　

所
得
税
、
消
費
税
お
よ
び
贈

与
税
の
確
定
申
告
書
は
、
国
税

庁
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
「
確
定
申

告
書
等
作
成
コ
ー
ナ
ー
」
を
利

用
し
て
作
成
す
る
こ
と
が
で
き

ま
す
。
作
成
し
た
確
定
申
告
書

は
、
e

－

T
a
x
（
デ
ー
タ
送

信
）
ま
た
は
印
刷
し
て
郵
送
な

ど
で
提
出
す
る
こ
と
が
で
き
ま

す
。
な
お
、e

－

T
a
x
で
デ
ー

タ
送
信
す
る
場
合
は
、
①
マ
イ

ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
方
式
と
②
ID
・

パ
ス
ワ
ー
ド
方
式
の
２
つ
の
方

法
が
あ
り
ま
す
。

　
「
ス
マ
ホ
専
用
画
面
」
が
導
入

さ
れ
、
確
定
申
告
書
が
ス
マ
ホ

で
作
成
・
提
出
で
き
る
よ
う
に

な
り
ま
し
た
。
ス
マ
ホ
専
用
画

面
で
作
成
で
き
る
方
は
、
給
与

所
得
者
（
年
末
調
整
済
）
で
医

療
費
控
除
や
ふ
る
さ
と
納
税
な

ど
の
寄
附
金
控
除
に
よ
る
申
告

を
さ
れ
る
方
が
対
象
と
な
り
ま

す
。
提
出
方
法
は
、
①
ID
・
パ

ス
ワ
ー
ド
方
式
で
e

－

T
a
x

に
よ
る
デ
ー
タ
送
信
、
ま
た
は

②
プ
リ
ン
タ
ー
や
コ
ン
ビ
ニ
の

プ
リ
ン
ト
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
し

て
印
刷
し
、
郵
送
な
ど
で
提
出

す
る
方
法
が
あ
り
ま
す
。

　

詳
し
く
は
国
税
庁
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
、
ま
た
は
電
話
相
談
セ

ン
タ
ー
（（
0
5
3
2
）
52
局

6
2
0
1
番
）
を
ご
利
用
く
だ

さ
い
。

■
ス
マ
ホ
で
確
定
申
告

簡易な設定でe-Taxの利用を開始

マイナンバーカード方式
マイナンバーカードを使用して自宅の
パソコンからe-Taxへログインし、申告
書を作成・提出することができます。事
前の手続きは不要です。 
用意するもの
1 マイナンバーカード
2 ICカードリーダライタ

マイナンバーカードなどをお持ちでない方

ID ・パスワード方式
税務署で発行するID・パスワードを使用
してパソコンやスマホから申告書を作
成・提出することができます。発行を希
望する場合は、申告する本人が運転免
許証などの本人確認書類をお持ちの
上、税務署で手続きしてください。
用意するもの
1 ID（利用者識別番号）
2 パスワード（暗証番号）

2019年2月  広報とよかわ4



※給与所得、公的年金などの雑所得、医療費控除などの確定申告は、市・県民税の申告会場でも相談や提出ができます
※領収書の添付・提示により医療費控除、セルフメディケーション税制を申告する方は、支払金額などを事前に計算しておいてください
※事業所得（営業等、農業）、不動産所得、土地・建物・株式などの譲渡所得、山林所得、申告分離課税選択の上場株式などの配当所得の
申告、最初の住宅借入金等特別控除（住宅ローン控除）や雑損控除の申告、株式などの譲渡損失に伴う繰越申告、過年分申告、準確定
申告（亡くなった方の申告）、贈与税や消費税及び地方消費税の申告は、豊橋税務署で行ってください
※確定申告書は、国税庁ホームページで作成できます。なお、給与所得者や公的年金所得者向けの作成画面もあります
※申告期間中は、市民税課窓口でも申告書の提出が可能です（申告書の作成補助が必要な方は、申告会場へお越しください）

所得税及び復興特別所得税の確定申告 市・県民税の申告

期間
2月18日～3月15日
※土・日曜日を除く。
　ただし、2月24日、3月3日の日曜日は受付

2月7日～3月15日
※土・日曜日、祝日を除く

時間
9：00～17：00
※受付終了時刻は、16：00となりますが、会
場の混雑状況により受付を早めに終了する場合
があります

9：00～12：00、13：00～16：00
※申告書の作成に時間を要しますので、15：00までにお
越しください

会場
豊橋税務署
※駐車場は大変混雑しますので、公共交通機関を利
用してください

市内の申告会場
※次ページ
を参照してください

用意する
主な物

❶税務署から送られたお知らせはがき、または
お知らせ通知書❷前年の申告書の控え・利用
者識別番号・暗証番号が分かる書類❸マイナン
バーカードなど個人番号と身元確認ができるも
の❹源泉徴収票の原本（給与や年金がある場
合）❺各種所得があった方は、収入や必要経費
がわかるもの❻各種控除を受ける方は、その確
認ができるもの（証明書・領収書など）❼還付申
告の場合は、本人名義の預貯金通帳❽印鑑

❶マイナンバーカードなど個人番号と身元確認ができ
るもの❷源泉徴収票の原本（給与や年金がある場合）
❸各種所得があった方は、収入や必要経費がわかるも
の❹各種控除を受ける方は、その確認ができるもの（証
明書・領収書など）❺印鑑
※会場にコピー機はありません。提出書類の写しが必
要な方は、あらかじめコピーを取っておいてください

提出方法
直接、会場へ。e-Taxや郵送（豊橋税務署〒４４０
-８５０４豊橋市大国町111豊橋地方合同庁舎）
でも申告ができます

直接、会場へ。郵送（豊川市役所市民税課〒４４２-
８６０１諏訪１丁目１）でも申告ができます

申告が必要な方は、該当する申告の種類ごとに手続きをしてください。

税理士による無料税務相談

期　日⇔2月18日～3月14日（土・日曜日を除く）
時　間⇔9：30～12：00、13：00～16：00
　　　　（15：00までにお越しください）
会　場⇔文化会館大会議室
対　象⇔1事業所得、不動産所得、年金以外の雑所得のある
　　　　方で、平成29年分の所得金額が300万円以下の方
　　　　2給与所得のある方
　　　　3公的年金等を受給している方
申　込⇔申告に必要な書類をお持ちの上、直接、会場へ
その他⇔�譲渡所得、山林所得、相続税、贈与税の申告に関する

相談の受付はしていません

豊橋税務署 　0532－52－6201（2月18日～3月5日）
市 民 税 課  　89－2129（3月6日～14日）

※期間により問合せ先が異なります

申 告 の 手 続 き

市・県民税の申告の受付期日と会場

時　間⇔8：30～17：00
 （土・日曜日、祝日を除く）

豊橋税務署
電話相談センター

 0532－52－6201
自動音声案内「0」を選択
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年金受給者および住宅取得者への
確定申告相談会

日　時⇔２月6日～１５日（土・日曜日、祝日を除く）
　　　　9：00～16：00（混雑状況により受付を早めに
　　　　終了する場合があります）
会　場⇔豊橋税務署
対　象⇔1公的年金等を受給している方で、所得税及
　　　　び復興特別所得税の還付を受けようとする方
　　　　2給与所得者で住宅ローンなどを利用して、住
　　　　宅を新築・購入・増改築などした方
費　用⇔無料
申　込⇔申告に必要な書類をお持ちの上、直接、会場へ

※申告会場は、大変混雑することが予想されます
※指定された会場で申告できない場合は、文化会館、または都合
の良い会場で申告してください

期　日 会　場 小学校区など

2月18日～
　3月15日

※土・日曜日を除く
文化会館大会議室

市内全域
（2月27・28日、
3月1・5日は指定
校区の受付）

2月 7日㈭ 音羽文化ホール 御油、萩

2月　8日㈮ 音羽文化ホール 長沢、赤坂

2月14日㈭ 御津生涯学習会館
御津北部、御津南
部（泙野、大草、赤
根）

2月15日㈮ 御津生涯学習会館
御 津 南 部（ 上 佐
脇、下佐脇、新田、
御馬、西方）

2月27日㈬ 文化会館大会議室 平尾、桜町、代田

2月27日㈬ 一宮生涯学習会館 東部、豊、一宮南
部

2月28日㈭ 文化会館大会議室 千両、八南

2月28日㈭ 一宮生涯学習会館 一宮東部

期　日 会　場 小学校区など

  3月  1日㈮ 文化会館大会議室 国府

3月　1日㈮ 一宮生涯学習会館 一宮西部

3月 4日㈪ 市役所本31会議室
（本庁舎3階） 金屋、豊

3月 5日㈫ 文化会館大会議室 中部

3月 5日㈫ 市役所本31会議室
（本庁舎3階） 三蔵子、天王

3月 6日㈬ 市役所本31会議室
（本庁舎3階） 豊川、東部

3月 7日㈭ 市役所本31会議室
（本庁舎3階） 桜木、牛久保

3月13日㈬ 小坂井
生涯学習会館 小坂井東

3月14日㈭ 小坂井
生涯学習会館 小坂井西

市・県民税の申告の受付期日と会場

豊橋税務署 0532－52－6201

正しい申告と納税を
特
集

e-Taxでマイナンバーカードをご利用になる場合の
ICカードリーダライタの設定などに関する電話相談

時　間⇔9：30～20：00（月～金曜日）
　　　　9：30～17：30（土・日曜日、祝日）

マイナンバー総合フリーダイヤル 
 0120－95－0178

確定申告書等作成コーナー（国税庁
ホームページ内）に関する電話相談

時　間⇔9：00～20：00（月～金曜日（祝日を
　　　　除く）、2月17日～3月10日の日曜日）

e-Tax・作成コーナーヘルプデスク 
 0570－01－5901
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